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株主各位 証券コード 3857
2019年５月31日

東京都千代田区平河町二丁目16番１号

代 表 取 締 役 社 長　 西 本  逸 郎

第12回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第12回定時株主総会を右のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよう
ご通知申しあげます。
　なお、以下のいずれかの方法によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後
記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使していただきますよう、よろしくお願い申
しあげます。

敬具

議決権行使のご案内

株主総会へのご出席により
議決権を行使していただく場合

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の「議決権行使書用紙」を
会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。

書面（郵送）により
議決権を行使していただく場合

同封の｢議決権行使書用紙｣に議案に対する賛否をご記入いただき、
2019年６月17日（月曜日）午後５時30分までに
到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

インターネットにより
議決権を行使していただく場合

後記の「インターネットによる議決権行使のご案内」（５頁）
をご参照のうえ
2019年６月17日（月曜日）午後５時30分までに
議案に対する賛否をご入力くださいますようお願い申しあげます。
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1 日　　時 2019年６月18日（火曜日）午前10時（午前9時受付開始）
2 場　　所 東京都千代田区平河町二丁目４番１号

都市センターホテル３階　コスモスホールⅡ
（末尾の定時株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

3 目的事項 報告事項 1．第12期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）
事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結
計算書類監査結果報告の件

2．第12期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）
計算書類報告の件

決議事項 第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　取締役９名選任の件
第３号議案　監査役２名選任の件
第４号議案　補欠監査役１名選任の件

 
4 議決権行使のご案内 ４頁に記載の「議決権行使のご案内」をご参照ください。

◦ 株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサ
イトに掲載させていただきます。

◦ 当社は、法令および当社定款第15条の規定に基づき、提供すべき書面のうち、次に掲げる事項をインターネット上の当社ウェ
ブサイトに掲載しておりますので、本定時株主総会招集ご通知の添付書類には記載しておりません。

　 ①連結株主資本等変動計算書
　 ②連結注記表
　 ③株主資本等変動計算書
　 ④個別注記表

なお、会計監査人および監査役が監査した連結計算書類および計算書類は、本定時株主総会招集ご通知の添付書類に記載の各書
類のほか、下記の当社ウェブサイトに掲載の事項となります。

当社ウェブサイト（https://www.lac.co.jp/）
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議決権行使のご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげま
す。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席する方法

書面（郵送）で議決権を
行使する方法

インターネットで議決権を
行使する方法

当日ご出席の際は、お手数ながら同封
の「議決権行使書用紙」を会場受付に
ご提出ください。ご捺印は不要です。

同封の「議決権行使書用紙」に議案に
対する賛否をご記入のうえ、切手を貼
らずにご返送ください。

次頁の案内に従って、議案に対する賛
否をご入力ください。

株主総会開催日時 行使期限 行使期限

2019年６月18日（火曜日）
午前10時（午前９時受付開始）

2019年６月17日（月曜日）
午後５時30分到着分まで

2019年６月17日（月曜日）
午後５時30分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。
第１号議案、第４号議案

⃝ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 反対する場合 「否」の欄に〇印
第２号議案、第３号議案

⃝ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
⃝ 一部の候補者に反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード
見本

書面（郵送）およびインターネットの両方で議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいた
します。また、インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行使されたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 午前9時〜午後9時 月曜日～金曜日（祝日除く））

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

議決権行使サイト https://evote.tr.mufg.jp/

以降は、画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使サイトにアクセスしてください。1

新しいパスワードをご登録ください。3

「新しいパスワード」
を入力

「送信」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
をご入力のうえ「ログイン」をクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

以降は、画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

QRコードを用いたログインは1回に限り可能
です。
再行使する場合、もしくはQRコードを用いずに議決権を
行使する場合は、右の「ログインID・仮パスワードを入力
する方法」をご確認ください。

議決権行使書用紙（右側）に記載のQRコードを読み取ってく
ださい。

1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

見本

見本

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使書用紙に記載の「ログインID、仮パスワード」を入力
することなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

※ 午前２時から午前５時までは、議決権行使サイトの保守・点検のため接続いただくことができません。
※ インターネットのご利用環境、ご加入のサービスやご使用の機種によっては、議決権行使サイトがご利用できない場合があります。
※ 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生するインターネット接続料、通信費等は株主様のご負担となります。
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株主総会参考書類
第1号議案 剰余金の処分の件

　当社は、当社株式を長期的かつ安定的に保有していただくため、継続的に安定的な配当水準を維持する
ことを配当政策の基本とし、株主資本配当率（ＤＯＥ）５％を基本指標としております。
　当期の期末配当につきましては、この基本方針に基づき、以下のとおり、当初予定の12円といたしたい
と存じます。

（1）配当財産の種類 金銭

（2）配当財産の割当てに関する事項
およびその総額

当社普通株式１株につき 金  12円
総額  312,430,656円

（3）剰余金の配当が効力を生じる日 2019年６月19日
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第2号議案 取締役９名選任の件

　本総会終結の時をもって、取締役９名全員が任期満了となります。つきましては、取締役９名の選任を
お願いするものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者番号 氏　名 地位および担当ならびに重要な兼職の状況 属　性

1  た か  

髙
 な し  

梨
 

　
 て る  

輝
 ひ こ  

彦 取締役会長 重 任

2  に し  

西
 も と  

本
 

　
 い つ  

逸
 ろ う  

郎 代表取締役社長 執行役員社長
株式会社ブロードバンドタワー　社外取締役 重 任

3 はなぶさ

英
 

　
 

　
 ひ で  

秀
 あ き  

明
取締役 専務執行役員　次期システムプロジェクト推進
室/リスクマネジメント部/経営管理部/審査部/財務経
理部/業務推進部/ビジネス推進部担当

重 任

4  さ い  

齋
 と う  

藤
 

　
 

　
おさむ

理
取締役 専務執行役員　事業マネジメント部/ＳＳＳ事業
統括部/ＳＩＳ事業統括部/アジャイル開発センター/金
融事業部/エンタープライズ事業部/サイバーセキュリ
ティ・公共事業部/中部事業部担当
株式会社ジャパン・カレント　取締役会長
サイバートラスト株式会社　社外取締役

重 任

5  か わ  

川
 も と  

本
 

　
 な る  

成
 ひ こ  

彦 取締役 常務執行役員　経営企画部長
新規事業開発部/総務部/人事部/法務部担当 重 任

6  す が  

菅
　

　
 

　
 ま さ  

雅
 み ち  

道 執行役員　経営戦略推進部長 新 任

7  ふ な  

船
 び き  

引
 

　
 ゆ う  

裕
 じ  

司 執行役員　サイバー・グリッド・ジャパン担当 新 任

8  に し  

西
 か わ  

川
 

　
 て つ  

徹
や

矢
社外取締役
弁護士
株式会社セキド　社外監査役
清水建設株式会社　社外監査役

重 任 社 外 独 立

9  む ら  

村
い

井
 

　
 

　
じゅん

純
社外取締役
慶應義塾大学環境情報学部教授
慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科委員長
株式会社ブロードバンドタワー　社外取締役
楽天株式会社　社外取締役

重 任 社 外 独 立

重 任 重任取締役候補者 新 任 新任取締役候補者 社 外 社外取締役候補者 独 立 証券取引所等の定めに基づく
独立役員
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候補者番号 1
 た か  

髙
 な し  

梨
 

　
 て る  

輝
 ひ こ  

彦
重 任

生年月日
1951年12月19日

所有する当社の株式数
265,100株

取締役会出席状況
17/17回

略歴、地位および担当
1987年 ４ 月 （旧）株式会社ラック　取締役
1999年 ４ 月 同社　常務取締役
2007年 ２ 月 同社　代表取締役社長 執行役員
2007年10月 当社　取締役 常務執行役員
2007年10月 エー・アンド・アイ システム株式会社　取締役
2009年 ４ 月 エー・アンド・アイ システム株式会社　代表取締役社長 執行役員社長
2012年 ４ 月 当社　執行役員副社長
2012年 ６ 月 当社　代表取締役社長
2017年 ４ 月 当社　取締役会長（現任）

重要な兼職の状況
　　　　　―

取締役候補者とした理由
髙梨輝彦氏は、当社の母体となった旧株式会社ラック創業メンバーとして経営の中核を担い
続け、2012年には当社代表取締役社長に就任し、事業会社統合後の当社グループの安定的な
発展を担ってまいりました。2017年からは、取締役会長として業務執行からは離れ当社グル
ープ全体を俯瞰し監督する役割を担っており、また、長年にわたる経験を通じ培った見識と
幅広い人脈を活かす観点から、引き続き、取締役候補者といたしました。

候補者番号 2
 に し  

西
 も と  

本
 

　
 い つ  

逸
 ろ う  

郎
重 任

生年月日
1958年９月28日

所有する当社の株式数
6,300株

取締役会出席状況
17/17回

略歴、地位および担当
1991年 ４ 月 （旧）株式会社ラック　取締役
2007年10月 当社　執行役員
2009年 ４ 月 （旧）株式会社ラック　取締役 常務執行役員
2013年 ６ 月 当社　取締役　ＣＴＯ
2014年 ４ 月 当社　取締役 専務執行役員　ＣＴＯ
2014年 ９ 月 株式会社ブロードバンドタワー　社外取締役（現任）
2017年 ４ 月 当社　代表取締役社長 執行役員社長　ＣＴＯ
2018年 ７ 月 当社　代表取締役社長 執行役員社長（現任）

重要な兼職の状況
株式会社ブロードバンドタワー　社外取締役

取締役候補者とした理由
西本逸郎氏は、サイバーセキュリティ分野における第一人者として、長年にわたる業務執行
経験と実績を有しております。また、2017年からは、代表取締役社長としてセキュリティソ
リューションサービス事業の強化を軸とした事業構造変革の推進により、事業拡大への取り
組みを牽引しております。当社グループの持続的な企業価値向上を担う立場として、引き続
き、取締役候補者といたしました。
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候補者番号 3
はなぶさ

英
 

　
 

　
 ひ で  

秀
 あ き  

明
重 任

生年月日
1964年11月22日

所有する当社の株式数
23,390株

取締役会出席状況
17/17回

略歴、地位および担当
2007年 ２ 月 （旧）株式会社ラック　執行役員
2008年 ４ 月 エー・アンド・アイ システム株式会社　執行役員
2009年 ５ 月 エー・アンド・アイ システム株式会社　取締役 執行役員
2011年 ４ 月 当社　執行役員
2012年 ４ 月 当社　常務執行役員
2013年 ６ 月 当社　取締役
2014年 ４ 月 当社　取締役 常務執行役員
2018年 ５ 月 当社　取締役 専務執行役員
2019年 １ 月 当社　取締役 専務執行役員　次期システムプロジェクト推進室/リスクマネ

ジメント部/経営管理部/審査部/財務経理部/業務推進部/ビジネス推進部担
当（現任）

重要な兼職の状況
　　　　　―

取締役候補者とした理由
英秀明氏は、システムインテグレーションサービス事業を中心に長年の業務執行経験を有し
当社の中核事業に精通、同時に経営管理全般における優れた見識も有しております。2018年
からは当社のコーポレート系部門を担当し中期経営計画達成に必要な管理機能の強化推進を
図ってきました。更なるコーポレートガバナンス体制の強化を継続するため、引き続き、取
締役候補者といたしました。

候補者番号 4
 さ い  

齋
 と う  

藤
 

　
 

　
お さ む

理
重 任

生年月日
1956年11月17日

所有する当社の株式数
30,900株

取締役会出席状況
17/17回

略歴、地位および担当
2005年 １ 月 （旧）株式会社ラック　執行役員
2006年 ３ 月 同社　取締役 執行役員
2007年10月 当社　執行役員
2008年 ４ 月 （旧）株式会社ラック　代表取締役社長 執行役員社長
2008年 ６ 月 当社　取締役 執行役員
2014年 ６ 月 当社　取締役 常務執行役員
2015年 ５ 月 株式会社ジャパン・カレント　代表取締役社長
2017年10月 サイバートラスト株式会社　社外取締役（現任）
2018年 ５ 月 当社　取締役 専務執行役員
2018年 ６ 月 株式会社ジャパン・カレント　取締役会長（現任）
2019年 ４ 月 当社　取締役 専務執行役員　事業マネジメント部/ＳＳＳ事業統括部/ＳＩ

Ｓ事業統括部/アジャイル開発センター/金融事業部/エンタープライズ事業
部/サイバーセキュリティ・公共事業部/中部事業部担当（現任）

重要な兼職の状況
株式会社ジャパン・カレント　取締役会長
サイバートラスト株式会社　社外取締役

取締役候補者とした理由
齋藤理氏は、セキュリティソリューションサービス事業を中心に長年の業務執行経験と実績
を有しており、また、海外子会社の運営や新規事業開発の推進等にも豊富な経験と見識を有
しております。2018年からは当社の全事業部門を担当し、事業拡大への取り組み推進等に優
れた見識を有していることから、引き続き、取締役候補者といたしました。
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候補者番号 5
 か わ  

川
 も と  

本
 

　
 な る  

成
 ひ こ  

彦
重 任

生年月日
1954年10月４日

所有する当社の株式数
0株

取締役会出席状況
13/13回

略歴、地位および担当
1998年 ４ 月 仏国三菱商事会社　副社長 兼 機械部長
2001年12月 三菱商事株式会社　交通システムユニット 次長
2009年 ４ 月 同社　経済協力ユニットマネージャー
2010年 ７ 月 同社　機械グループ付監査室長
2012年 ９ 月 コカ・コーラセントラルジャパン株式会社　執行役員　管理本部副本部長
2013年 １ 月 同社　執行役員　管理本部副本部長 兼 総務部長
2013年 ７ 月 コカ・コーライーストジャパン株式会社　取締役執行役員　コーポレート統

括部長
2017年 ４ 月 同社　執行役員社長付
2018年 ４ 月 当社　執行役員
2018年 ５ 月 当社　常務執行役員
2018年 ６ 月 当社　取締役 常務執行役員
2018年10月 当社　取締役 常務執行役員　経営企画部長 兼 新規事業開発部/総務部/人事

部/法務部担当（現任）

重要な兼職の状況
　　　　　―

取締役候補者とした理由
川本成彦氏は、大手商社における組織運営の経験を経て、コーポレート分野における豊富な
業務執行経験と実績を有しております。また、2018年より当社のコーポレート系部門の運営
等に携わり、その一層の強化推進等に優れた見識を有していることから、引き続き、取締役
候補者といたしました。

候補者番号 6
 す が  

菅
 

　
 

　
 ま さ  

雅
 み ち  

道
新 任

生年月日
1964年３月31日

所有する当社の株式数
2,900株

略歴、地位および担当
2000年10月 ＫＤＤＩ株式会社　ＮＷ事業統括本部 ＮＷ営業本部 サービス企画部
2001年10月 同社　ＮＷ営業本部 サービス企画部ＤＩＯＮ　ＧＬ
2004年 ８ 月 同社　ブロードバンド・コンシューマ事業企画本部 プロビジョニング推進室長
2005年12月 同社　ネットワークソリューション国内営業本部 営業促進部長
2007年10月 同社　ソリューション商品企画本部 ソリューション商品企画部長
2010年 ４ 月 同社　ソリューション事業企画本部サービス企画部長
2011年 ４ 月 同社　ソリューション事業企画本部ＫＤＤＩまとめてオフィス
2015年10月 同社　ソリューション営業本部営業推進部長
2017年 １ 月 同社　コンシューママーケティング本部ビッグローブ　取締役執行役員常務
2019年 ４ 月 当社　出向　執行役員　経営戦略推進部長（現任）

重要な兼職の状況
　　　　　―

取締役候補者とした理由
菅雅道氏は、通信事業者において、営業企画部門、事業企画部門等における豊富な経験と見
識を有しており、また、通信事業子会社における役員経験から経営に関する経験と見識も有
しております。その経歴を通じて培った経験と見識が当社の戦略的パートナーとの事業推進
等を図るにあたり適任と判断し、取締役候補者といたしました。
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候補者番号 7
 ふ な  

船
 び き  

引
 

　
 ゆ う  

裕
じ

司
新 任

生年月日
1964年３月２日

所有する当社の株式数
0株

略歴、地位および担当
2000年10月 ＫＤＤＩ　ＡＭＥＲＩＣＡ,ＩＮＣ.
2002年 ９ 月 ＫＤＤＩ株式会社　技術開発本部　開発推進部
2003年11月 同社　ブロードバンド・コンシューマ事業本部　コンシューマ事業企画本部

新ビジネス推進室　事業開発ＧＬ
2008年10月 同社　運用統括本部サービス運用本部ＩＣＴソリューション運用センター
2010年 ４ 月 同社　サービス運用本部国際サービス運用センター品質管理Ｇ　ＧＬ
2012年 ４ 月 同社　運用本部グローバルサービス運用センター長
2015年 ４ 月 同社　グローバル技術・運用本部グローバルＩＣＴ技術部長
2019年 ４ 月 当社　出向　執行役員　サイバー・グリッド・ジャパン担当（現任）

重要な兼職の状況
　　　　　―

取締役候補者とした理由
船引裕司氏は、通信事業者において、技術部門における豊富な経験と見識を有しております。
その経歴を通じて培った経験と見識が当社の研究開発機能の一層の強化・推進を図るにあた
り適任と判断し、取締役候補者といたしました。

候補者番号 8
 に し  

西
 か わ  

川
 

　
 て つ  

徹
や

矢
重 任 社 外 独 立

生年月日
1947年６月１日

所有する当社の株式数
600株

取締役会出席状況
17/17回

略歴、地位および担当
1979年 ２ 月 警視庁神田警察署長
1983年 ４ 月 在フィリピン日本国大使館一等書記官
1989年 ８ 月 警視庁刑事部捜査第二課長
1993年 ４ 月 和歌山県警察本部長
1998年 ３ 月 新潟県警察本部長
2000年 ６ 月 防衛庁防衛参事官（ＩＴ・施設・環境担当）
2007年 １ 月 防衛省大臣官房長
2009年 ８ 月 内閣官房副長官補（安全保障・危機管理担当、ＮＩＳＣ）
2011年12月 弁護士登録（現任）
2013年 ５ 月 株式会社セキド　社外監査役（現任）
2013年 ６ 月 当社　社外取締役（現任）
2014年 ６ 月 清水建設株式会社　社外監査役（現任）

重要な兼職の状況
弁護士
株式会社セキド　社外監査役
清水建設株式会社　社外監査役

取締役候補者とした理由
西川徹矢氏は、警察、防衛省、内閣官房において要職を歴任され豊富な見識を有しておりま
す。経営陣とは独立した立場から、経営の透明性の向上とコーポレートガバナンスの強化を
図っていただけるものと判断し、引き続き、社外取締役候補者といたしました。
なお、ご経歴から、一般株主と利益相反が生ずる恐れはないものと判断し、引き続き、独立
役員として指定いたします。
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候補者番号 9
 む ら  

村
い

井
 

　
 

　
じ ゅ ん

純
重 任 社 外 独 立

生年月日
1955年３月29日

所有する当社の株式数
0株

取締役会出席状況
10/13回

略歴、地位および担当
1984年 ８ 月 東京工業大学総合情報処理センター助手
1987年 ３ 月 慶應義塾大学工学博士号取得
1987年 ４ 月 東京大学大型計算機センター助手
1990年 ４ 月 慶應義塾大学環境情報学部助教授
1997年 ４ 月 慶應義塾大学環境情報学部教授（現任）
2005年 ５ 月 学校法人慶應義塾常任理事
2009年10月 慶應義塾大学環境情報学部長
2011年 ９ 月 株式会社ブロードバンドタワー　社外取締役（現任）
2012年 ３ 月 楽天株式会社　社外取締役（現任）
2017年10月 慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科委員長（現任）
2018年 ６ 月 当社　社外取締役（現任）

重要な兼職の状況
慶應義塾大学環境情報学部教授
慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科委員長
株式会社ブロードバンドタワー　社外取締役
楽天株式会社　社外取締役

取締役候補者とした理由
村井純氏は、日本のインターネット分野の第一人者として優れた専門的な知見を有しており
ます。経営陣とは独立した立場から、当社の競争環境等を踏まえた中長期的な視点に基づく
企業価値向上への支援を図っていただけるものと判断し、引き続き、社外取締役候補者とい
たしました。
なお、ご経歴から、一般株主と利益相反が生ずる恐れはないものと判断し、引き続き、独立
役員として指定いたします。

（注）1．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2．西川徹矢氏および村井純氏は社外取締役候補者であります。
3．西川徹矢氏および村井純氏は現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任任期は、本総会終結の時をもって西

川徹矢氏は６年、村井純氏は１年となります。
4．当社は、西川徹矢氏および村井純氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の賠償責任を限定する責

任限定契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項各号に規定する金額の合計額とし
ており、両氏の再任が承認された場合は、当該契約を継続する予定であります

5．当社は、西川徹矢氏および村井純氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同証券取引所に届け出ております。
両氏が再任された場合は、引き続き独立役員とする予定であります。

6．各候補者の所有する当社の株式数は、2019年３月31日現在のものであります。
7．重任となる各候補者の取締役会出席状況は、2018年４月１日から2019年３月31日までの事業年度における取締役会の出席状況

であります。
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第3号議案 監査役２名選任の件

　監査役　高井健弎氏および斎藤昌治氏は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査役２
名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。

候補者番号 1
 い し  

石
 は ら  

原
 

　
 や す  

康
 と  

人
新 任 社 外 独 立

生年月日
1966年９月６日

所有する当社の株式数
0株

略歴および地位
1998年 ４ 月 弁護士登録（第二東京弁護士会）

福岡・平田法律事務所（現 愛宕山総合法律事務所）
2000年 ８ 月 坂井秀行法律事務所
2006年 ６ 月 同所　パートナー
2014年 １ 月 望月・石原法律事務所設立　パートナー
2015年 ６ 月 大空法律事務所設立　パートナー（現任）

重要な兼職の状況
大空法律事務所　パートナー

監査役候補者とした理由
石原康人氏は、弁護士としての専門能力に基づき、その経験や見識から、企業経営の健全性、
特にコンプライアンスの観点についての適切な監査およびアドバイスをいただけると判断
し、社外監査役候補者といたしました。
なお、ご経歴から、一般株主と利益相反が生ずる恐れはないものと判断し、独立役員として
指定いたします。
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候補者番号 2
 は ち  

蜂
や

屋
 

　
 こ う  

浩
 い ち  

一
新 任 社 外 独 立

生年月日
1966年６月26日

所有する当社の株式数
0株

略歴および地位
1992年10月 朝日新和会計社（現 あずさ監査法人）
2002年 ５ 月 朝日税理士法人　創立
2002年 ９ 月 朝日税理士法人　代表社員（現任）

朝日ビジネスソリューション株式会社　代表取締役（現任）
2015年 ４ 月 株式会社ＤＡＣホールディングス　社外監査役（現任）
2015年 ９ 月 株式会社アークステーション　社外監査役（現任）

重要な兼職の状況
朝日税理士法人　代表社員
朝日ビジネスソリューション株式会社　代表取締役
株式会社ＤＡＣホールディングス　社外監査役
株式会社アークステーション　社外監査役

監査役候補者とした理由
蜂屋浩一氏は、公認会計士・税理士としての専門能力に基づき、その経験や見識から、適切
な監査およびアドバイスをいただけると判断し、社外監査役候補者といたしました。
なお、ご経歴から、一般株主と利益相反が生ずる恐れはないものと判断し、独立役員として
指定いたします。

（注）1．両候補者は、新任の社外監査役候補者であります。
2．両候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
3．当社は、石原康人氏および蜂屋浩一氏が、監査役に就任した場合は、両氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の賠償責任を限定する責任限定契約を締結する予定であります。当該契約に基づく賠償責任の限度額は、会社法第
425条第１項各号に規定する金額の合計額であります。

4．当社は、石原康人氏および蜂屋浩一氏が、監査役に就任した場合は、独立役員とする予定であります。
5．両候補者の所有する当社の株式数は、2019年３月31日現在のものであります。
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第4号議案 補欠監査役１名選任の件

　法令に定める監査役の員数を欠くこととなる場合に備え、会社法第329条第３項の規定に基づき、予め
補欠監査役１名の選任をお願いするものであります。当該補欠監査役につきましては、監査役が法令に定
める員数を欠くことを就任の条件としその任期は前任者の残存任期とします。また、本決議の効力は、次
期定時株主総会の開始の時までとします。
　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役候補者は次のとおりであります。

 と み  

富
た

田
 

　
ち

千
ず

寿
こ

子
（現姓：

　あお　
青

き
木）

生年月日
1965年12月18日

所有する当社の株式数
0株

略歴および地位
1988年 ９ 月 ゴールドマン・サックス証券会社
1990年 １ 月 新日本アーンストアンドヤング株式会社
2002年 ９ 月 Ｊ-フォン株式会社（現 ソフトバンク株式会社）　税務室長
2007年 ３ 月 新日本アーンストアンドヤング税理士法人（現 ＥＹ税理士法人）　パートナー
2012年 ７ 月 モリソン・フォースター税理士法人　パートナー
2015年 ５ 月 ウィザーズ・ジャパン税理士法人　パートナー

カウンセル（現任）
2017年 ２ 月 富田千寿子税理士事務所　開設（現任）
2018年12月 株式会社　ＨＭＪライフスタイル　代表取締役（現任）

重要な兼職の状況
富田千寿子税理士事務所
ウィザーズ・ジャパン税理士法人　カウンセル
株式会社　ＨＭＪライフスタイル　代表取締役

補欠監査役候補者とした理由
富田千寿子(青木千寿子)氏は、税理士としての専門能力に基づき、その経験や見識から、適
切な監査およびアドバイスをいただけると判断し、補欠の社外監査役候補者といたしまし
た。

（注）1．候補者は、補欠の社外監査役候補者であります。
2．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
3．富田千寿子(青木千寿子)氏は、旧姓にて税理士登録をしておりますため、現姓併記をいたしております。
4．当社は、富田千寿子(青木千寿子)氏が、監査役に就任した場合は、同氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の賠償責任を限定する責任限定契約を締結する予定であります。当該契約に基づく賠償責任の限度額は、会社法第425条
第１項各号に規定する金額の合計額であります。

5．候補者の所有する当社の株式数は、2019年３月31日現在のものであります。

以　上
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(添付書類)

事業報告（2018年４月１日から2019年３月31日まで）

1 企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況
　① 事業の経過および成果

　IoTやAI、RPA等の先端テクノロジーがもたらすSociety5.0への社会変革が進むなか、人手不足への
対応や働き方改革を含め、SDGs（持続可能な開発目標）を実現するという社会的要請を支えるために
ITの活用が必須となっています。さらに多くの企業が「デジタルトランスフォーメーション」の必要性
を認識しつつあることで、クラウド化やIoT、AIに対応したシステム開発投資は堅調に推移しています。
これに伴い足元では大手金融機関においてもクラウド利用に向けた動きが加速し、当社としてもより顧
客の志向を捉えたビジネス展開を進めています。
　サイバー空間と現実社会がより密接に関わり、情報や金銭の窃取にとどまらず社会基盤そのものを機
能不全に至らせるサイバー攻撃の脅威も現実化するなか、セキュリティ対策への需要は引き続き拡大し
ています。加えて、本年開催のラグビーワールドカップ、さらに来年開催の東京オリンピック・パラリ
ンピックが迫るなか、サイバー攻撃により特に重大な影響が懸念される産業分野を含む重要インフラな
どにおいては、より万全なセキュリティ対策が求められています。

　このような状況のもと、セキュリティソリューションサービス事業（ＳＳＳ事業）は、診断、運用監
視などのサービスが伸長し好調に推移する一方、システムインテグレーションサービス事業（ＳＩＳ事
業）は、ＨＷ／ＳＷ販売の大幅減少や株式会社日本貿易保険など開発サービスの大型案件の仕掛増の影
響により低調に推移しました。この結果、売上高は387億19百万円（前期比0.7％増）となりました。
利益面では、ＳＳＳ事業が伸長したこと、ＳＩＳ事業においてのれん償却額等の販管費減などがあった
ことにより、営業利益は23億66百万円（同6.4％増）、経常利益は24億11百万円（同2.6％増）、親会
社株主に帰属する当期純利益は15億47百万円（同23.5％増）となりました。なお当連結会計年度より、
2018年４月２日に連結子会社化した株式会社アジアンリンクを連結業績に組み入れております。

第11期
（2018年３月期）

第12期
（2019年３月期） 前期比

金額（百万円） 金額（百万円） 増減率

売上高 38,432 38,719 0.7％増

営業利益 2,224 2,366 6.4％増

経常利益 2,349 2,411 2.6％増

親会社株主に帰属する当期純利益 1,252 1,547 23.5％増
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　当連結会計年度の事業別の状況は、次のとおりであります。

セキュリティソリューション
サービス事業（ＳＳＳ事業）

＜主要な事業内容＞
情報セキュリティ対策の策定・導入・運用支援、サイバー攻撃緊急対応およびセキュリティ構築・運用監視・セキュリティ
診断・データベースセキュリティ等のサービス、ならびにセキュリティ関連商品の販売およびその保守サービスの提供

売上高

15,337百万円
（前期比15.0％増）

　セキュリティコンサルティングサービスは、産業制御システム向け案件等のサービスは
伸長したものの、前第４四半期に計上した大型案件が当第４四半期はなかったこと、さら
にサイバー攻撃による事故対応を契機とした案件の減少などもあり、売上高は28億88百
万円（前期比18.3％減）となりました。
　セキュリティ診断サービスは、主力のWebアプリケーション診断や、スマートフォンア
プリケーション診断が好調に推移したことに加え常駐型案件も拡大し、売上高は22億93
百万円（同15.6％増）となりました。
　セキュリティ運用監視サービスは、当期より株式会社アジアンリンクを組み入れたこと
や、前第３四半期から開始した中部地域大手製造業向け運用監視サービスの売上が拡大し
たこと、ならびに既存案件の契約更新が堅調であったことにより、売上高は59億12百万
円（同55.8％増）となりました。
　セキュリティ製品販売は、サービス妨害型攻撃に対応した製品等の販売が拡大し、売上
高は29億58百万円（同7.2％増）となりました。
　セキュリティ保守サービスは、堅調な既存案件の更新需要により、売上高は12億85百
万円（同2.2％増）となりました。
　この結果、ＳＳＳ事業の売上高は153億37百万円（同15.0％増）、セグメント利益は
26億32百万円（同17.5％増）となりました。

第11期（2018年３月期）

13,333

第12期（2019年３月期）

15,337
（単位：百万円）売上高
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システムインテグレーション
サービス事業（ＳＩＳ事業）

＜主要な事業内容＞
情報システムに関するコンサルティングサービスおよび情報システムの設計、開発・構築、運
用・保守サービス、ならびに関連商品の販売およびその保守サービス等の提供

売上高

23,381百万円
（前期比6.8％減）

　主力ビジネスである開発サービスは、旅行業や人材派遣業など銀行業以外の案件は好調
に推移したものの、中核となっていた大手銀行業向けが大幅減となり、また株式会社日本
貿易保険向け案件の仕掛が増加したことにより、売上高は145億86百万円（前期比5.2％
減）となりました。
　ＨＷ／ＳＷ販売は、クラウドサービスの急拡大などによって想定以上に需要が縮小した
ことにより、売上高は25億33百万円（同25.5％減）となりました。
　ＩＴ保守サービスは、前期のＨＷ／ＳＷ販売が低調であったものの、契約更新の案件増
などがあったことにより、売上高は48億14百万円（同1.3％増）となりました。
　ソリューションサービスは、子会社の株式会社ジャパン・カレントが提供するデジタル
マーケティングサービスの売上増はあったものの、アプリケーションパフォーマンス管理
ソリューションの売上減により、売上高は14億46百万円（同7.2％減）となりました。
　この結果、ＳＩＳ事業の売上高は233億81百万円（同6.8％減）、セグメント利益はの
れん償却額等の販管費減などもあり28億00百万円（同6.7％増）となりました。

第11期（2018年３月期）

25,099

第12期（2019年３月期）

23,381

（単位：百万円）売上高
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　② 設備投資の状況
　当連結会計年度に実施しました設備投資の総額は、９億59百万円であります。
　その主なものは、情報機器等の購入（建設仮勘定を含む）４億39百万円およびソフトウエアの購入等
３億77百万円であります。

　③ 資金調達の状況
　主として銀行借入によっております。当連結会計年度末の借入金の残高は22億円（前期末比313.8％
増）であります。

　④ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　該当事項はありません。

　⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

　⑥ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

　⑦ 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　当社は、2018年４月２日付で株式会社アジアンリンクの全株式を取得し、同社を完全子会社といた
しました。また、持分法適用会社であった株式会社ベネッセインフォシェルの保有株式の一部を売却し、
持分法適用の範囲から除外しております。
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(2) 直前3事業年度の財産および損益の状況

38,43236,896 37,109

2018年
3月期

2017年
3月期

2016年
3月期

38,719

2019年
3月期

（単位：百万円）売上高

2,3492,360 2,464

2018年
3月期

2017年
3月期

2016年
3月期

2,411

2019年
3月期

（単位：百万円）経常利益

1,252
1,444 1,491

2018年
3月期

2017年
3月期

2016年
3月期

1,547

2019年
3月期

（単位：百万円）親会社株主に帰属する当期純利益

49.39
56.94 58.78

2018年
3月期

2017年
3月期

2016年
3月期

60.54

2019年
3月期

（単位：円）1株当たり当期純利益

19,909

10,092

17,800

8,716

18,722

9,639

2018年
3月期

2017年
3月期

2016年
3月期

22,613

11,305

2019年
3月期

（単位：百万円）総資産/純資産

397.57
341.68

379.86

2018年
3月期

2017年
3月期

2016年
3月期

442.13

2019年
3月期

（単位：円）1株当たり純資産

区 分 第９期
（2016年３月期）

第10期
（2017年３月期）

第11期
（2018年３月期）

第12期
（当連結会計年度）
（2019年３月期）

売上高 (百万円) 36,896 37,109 38,432 38,719
経常利益 (百万円) 2,360 2,464 2,349 2,411
親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円) 1,444 1,491 1,252 1,547
1株当たり当期純利益 (円) 56.94 58.78 49.39 60.54
総資産 (百万円) 17,800 18,722 19,909 22,613
純資産 (百万円) 8,716 9,639 10,092 11,305
1株当たり純資産 (円) 341.68 379.86 397.57 442.13

（注）第10期、第11期および第12期の株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託および従業員向け株式給付信託に残存
する自社の株式は、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式数に含めており、また、１株当
たり純資産の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めております。
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(3) 重要な親会社および子会社の状況
　① 親会社の状況

　当社には該当する親会社はありません。

　② 重要な子会社の状況
会社名 資本金 出資比率 主要な事業内容

株式会社アクシス 80百万円 100.0％ 情報システムに関するデータセンター
の運用・保守サービスの提供

株式会社ソフトウェアサービス 48百万円 100.0％
情報システムに関するアプリケーショ
ンソフトウェアの開発およびシステム
の運用・保守サービスの提供

Cyber Security LAC Co., Ltd. 1,000百万ウォン 100.0％
情報セキュリティに関するコンサルテ
ィングサービス、調査・診断・解析サー
ビス、セキュリティ製品の導入設計・運
用・保守サービスの提供

アイ・ネット・リリー・
コーポレーション株式会社 76百万円 100.0％ 情報システムに関するネットワーク関

連製品の販売およびサービスの提供

ネットエージェント株式会社 74百万円 100.0％
情報セキュリティに関する自社開発製
品の販売、コンサルティングサービ
ス、調査・診断・解析サービスの提供

株式会社アジアンリンク 30百万円 100.0％
情報システムに関するソリューショ
ン、コンサルティングサービス、エンジ
ニア派遣・技術支援の提供

株式会社ジャパン・カレント 100百万円 97.0％
AIによる画像分析およびデジタルマー
ケティングに関するソリューションの
提供

KDDIデジタルセキュリティ株式会社 250百万円 49.0％
au経済圏およびKDDIグループへの総
合的なセキュリティソリューションの
提供

（注）1．2018年４月２日付で株式会社アジアンリンクの全株式を取得し、同社を完全子会社といたしました。
2．持分法適用会社であった株式会社ベネッセインフォシェルは、保有株式の一部売却に伴い、持分法適用の範囲から除外しており

ます。
3．特定完全子会社に該当する子会社はありません。
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(4) 対処すべき課題
　現在、私たちの社会は先端テクノロジーがもたらす大きな変革の時代を迎えています。なかでもクラウ
ド、AI、IoTに代表されるこれらの情報テクノロジーとその価値の源泉である膨大な情報（ビッグデータ）
が、既存産業に革命をもたらし、ビジネスのありようを大きく変えようとしています。世界の企業価値ラ
ンキング上位が米国と中国のIT関連企業によりほぼ独占されていることが示しているとおり、現在の社会
変革を牽引しているのは、紛れも無くこの両国です。

一方、わが国は、マイナンバーカードの普及率にも見られるように、ITによる社会変革という面では、
米中のみならず周辺のアジア諸国からも大きく出遅れているのが現状です。反面、社会のあらゆるところ
で表面化し始めた人手不足への対応や働き方改革における生産性向上、業務効率化など社会的要請を支え
る手段として、ITがあらためて見直されています。また、デジタル技術の活用によりあらたな価値を生み
出す、いわゆる「デジタルトランスフォーメーション」も国内企業の新たなビジネス成長手段として注目
されております。

このような環境において、当社の主力事業であるサイバーセキュリティ対策とシステム開発の両分野に
ついては、引き続き堅調な投資傾向が続いております。

特にサイバーセキュリティ分野については、デジタル化とネットワーク社会の進展により、サイバー空
間と現実社会が今後益々密接に関わるようになる中、社会基盤そのものを機能不全にするサイバー攻撃に
対し、どのような対応をするべきかという観点で、より注目を集めています。同時に、参入企業も急激に
増え、差別化要素が少なくなった一部の領域では、競争が激化しております。
　また、システム開発については、投資領域が新しい分野へシフトしつつあり、デジタルトランスフォー
メーション実現に向けた先端テクノロジーの実証実験が様々な分野で始まっています。
　2018年度を初年度とする3ヵ年の中期経営計画『TRY 2021 ステージ 2』では、当社が進むべき方向性
とそのために対処すべき課題を、あらためて定義しており、その基本方針は以下のとおりです。

１．お客様のビジネスをプロとして支える真のパートナーを目指す
２．競争力のある独自のサービスを市場に広く展開する
３．環境変化を好機と捉え成長へ挑戦し続ける
４．人の集まる魅力的な企業グループを目指す

　これらの基本方針を軸に、私たちはこれからも、社会になくてはならない存在であり続けるために、高
い志を胸に、常に進化を続けるとともに、持続可能性の高い経営を目指してまいります。
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(5) 主要な事業内容（2019年３月31日現在）

事業区分 事業内容

セキュリティソリューション
サービス事業

情報セキュリティ対策の策定・導入・運用支援、サイバー攻撃緊急対応およびセ
キュリティ構築・運用監視・セキュリティ診断・データベースセキュリティ等の
サービス、ならびにセキュリティ関連商品の販売およびその保守サービスの提供

システムインテグレーション
サービス事業

情報システムに関するコンサルティングサービスおよび情報システムの設計、開
発・構築、運用・保守サービス、ならびに関連商品の販売およびその保守サービ
ス等の提供

(6) 主要な営業所（2019年３月31日現在）

　① 当社の主要な営業所
本社 東京都千代田区

営業所
アクシス事業所　（福島県喜多方市）
名古屋オフィス　（愛知県名古屋市）
福岡オフィス　　（福岡県福岡市）
シンガポール支店（シンガポール）

　② 子会社
株式会社アクシス 福島県喜多方市
株式会社ソフトウェアサービス 東京都千代田区
Cyber Security LAC Co., Ltd. 韓国ソウル市
アイ・ネット・リリー・コーポレーション株式会社 東京都千代田区
ネットエージェント株式会社 東京都墨田区
株式会社アジアンリンク 東京都品川区
株式会社ジャパン・カレント 東京都千代田区
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(7) 使用人の状況（2019年３月31日現在）

　① 企業集団の使用人の状況
事業部門 使用人数 前連結会計年度末比増減

セキュリティソリューションサービス事業 831名 260名増
システムインテグレーションサービス事業 1,125 5名増
全社（共通） 158 40名増

合　　計 2,114 305名増
 

（注）1．使用人数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含むほか、契
約社員および常用パートを含んでおります。）で記載しております。

2．使用人数には、使用人兼務役員は含まず、執行役員は含んでおります。
3．全社（共通）として記載されている使用人数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているものであります。

なお、休職者および子会社管理部門の人員は、その属する事業部門のセグメントに含んでおります。

　② 当社の使用人の状況
使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
1,433名 51名増 40.0歳 10.9年

 
（注）1．使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、契約社員および常用パートを含ん

でおります。）で記載しております。
2．使用人数には、使用人兼務役員は含まず、執行役員は含んでおります。
3．平均勤続年数は、出向・転籍受入者の出向・転籍元である子会社での勤続年数を通算しております。

(8) 主要な借入先の状況（2019年３月31日現在）

借入先 借入金残高
株式会社みずほ銀行 390百万円
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 350
株式会社三井住友銀行 350
株式会社りそな銀行 350

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項
　特記すべき事項はありません。
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2 会社の現況
(1) 株式の状況（2019年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 普　通　株　式 100,000,000株
② 発行済株式の総数 普　通　株　式 26,683,120株
③ 株主数 普　通　株　式 12,653名
④ 大株主（上位10名）

株主名 持株数 持株比率
有限会社コスモス 6,889千株 26.46％
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 3,342千株 12.83％
ＫＤＤＩ株式会社 1,414千株 5.43％
ラック従業員持株会 882千株 3.38％
三柴　照和 760千株 2.91％
ＮＯＲＴＨＥＲＮ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯ．（ＡＶＦＣ）　ＲＥ　ＨＣＲ００ 716千株 2.75％
野村信託銀行株式会社（投信口） 567千株 2.17％
株式会社ベネッセホールディングス 500千株 1.92％
資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口） 476千株 1.83％
ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮＫ　ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯＭＰＡＮＹ
５０５１０４ 311千株 1.19％

（注）1．当社は、自己株式を647千株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
2．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
3．株式給付信託および従業員向け株式給付信託の信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する株式

476千株（1.83％）については、連結計算書類および計算書類においては自己株式として表示しております。

(2) 新株予約権等の状況
① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の

状況
　該当事項はありません。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。

③ その他新株予約権等の状況
　該当事項はありません。

25



(3) 会社役員の状況
① 取締役および監査役の状況（2019年３月31日現在）

会社における地位 氏名 担当および重要な兼職の状況

取締役会長 髙　梨　輝　彦

代表取締役社長 西　本　逸　郎 株式会社ブロードバンドタワー　社外取締役

取締役 英　　　秀　明 次期システムプロジェクト推進室/リスクマネジメント部/経営管理
部/審査部/財務経理部/業務推進部/ビジネス推進部担当

取締役 齋　藤　　　理

事業マネジメント部/ＳＳＳ事業統括部/ＳＩＳ事業統括部/アジャイ
ル開発センター/事業戦略部/マーケティング部/プロジェクト開発
部/金融事業部/エンタープライズ事業部/サイバーセキュリティ事業
部/中部事業部/エリアビジネス開発部担当
株式会社ジャパン・カレント　取締役会長
サイバートラスト株式会社　社外取締役

取締役 小　林　義　明
経営戦略推進部長 兼 通信インフラソリューション事業部長
株式会社アクシス　監査役
ＫＤＤＩデジタルセキュリティ株式会社　取締役

取締役 三　木　俊　明 サイバー・グリッド・ジャパン担当

取締役 川　本　成　彦 経営企画部長
新規事業開発部/総務部/人事部/法務部担当

取締役 西　川　徹　矢
弁護士
株式会社セキド　社外監査役
清水建設株式会社　社外監査役

取締役 村　井　　　純
慶應義塾大学環境情報学部教授
慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科委員長
株式会社ブロードバンドタワー　社外取締役
楽天株式会社　社外取締役

常勤監査役 伊　藤　信　博

監査役 高　井　健　弎 弁護士
高井法律事務所　代表

監査役 斎　藤　昌　治
公認会計士
税理士
斎藤昌治公認会計士事務所　代表
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（注）1．2018年６月19日開催の第11回定時株主総会終結の時をもって、取締役　伊藤信博および上住甲子郎の両氏は任期満了により
退任いたしました。2．2018年６月19日開催の第11回定時株主総会において、新たに川本成彦および村井純の両氏が取締役に
選任され、それぞれ就任いたしました。

3．2018年６月19日開催の第11回定時株主総会終結の時をもって、常勤監査役　牧野敏夫氏は任期満了により退任いたしました。
4．2018年６月19日開催の第11回定時株主総会において、新たに伊藤信博氏が監査役に選任され、就任いたしました。
5．取締役　西川徹矢および村井純の両氏は社外取締役であります。
6．監査役　高井健弎および斎藤昌治の両氏は社外監査役であります。
7．当社は、取締役　西川徹矢および村井純、監査役　高井健弎および斎藤昌治の各氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員と

して指定し、同証券取引所に届け出ております。
8．監査役　高井健弎氏は弁護士として企業法務に関する相当程度の知見を有しております。
9．監査役　斎藤昌治氏は公認会計士ならびに税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有しておりま

す。
10．2018年６月４日付で取締役　齋藤理氏は株式会社ジャパン・カレントの取締役会長に就任いたしました。
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　② 責任限定契約の内容の概要
　当社は、各社外取締役および各監査役と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結して
おり、当該契約に基づく賠償の限度額は法令が規定する最低責任限度額であります。

　③ 取締役および監査役に支払った報酬等の総額
区分 支給人員 支給額

取締役 11名 156百万円
監査役 4 24
合計
（うち社外役員）

15
（5）

181
（27）

（注）1．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2．取締役の報酬額は、2008年６月24日開催の第１回定時株主総会において、年額400百万円以内（ただし、使用人分給与は含ま

ない。）と決議いただいております。
3．監査役の報酬額は、2008年６月24日開催の第１回定時株主総会において、年額50百万円以内と決議いただいております。
4．当事業年度末現在の取締役は９名（うち社外取締役は２名）、監査役は３名（うち社外監査役は２名）であります。上記の取締

役および監査役の員数と相違しておりますのは、2018年6月19日開催の第11回定時株主総会終結の時をもって任期満了により
退任した取締役２名および監査役１名が含まれるためです。

　④ 社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

ａ．取締役　西川徹矢氏は、株式会社セキドの社外監査役および清水建設株式会社の社外監査役で
あります。当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。

ｂ．取締役　村井純氏は､慶應義塾大学環境情報学部教授、慶應義塾大学大学院政策・メディア研究
科委員長、株式会社ブロードバンドタワーの社外取締役および楽天株式会社の社外取締役であり
ます。当社は、株式会社ブロードバンドタワーとの間に情報システム関連商品の販売の取引関係、
楽天株式会社との間に監視サービスの取引関係があります。当社と各兼職先との間には特別の関
係はありません。

ｃ．監査役　高井健弎氏は、高井法律事務所の代表であります。当社と兼職先との間には特別の関
係はありません。

ｄ．監査役　斎藤昌治氏は、斎藤昌治公認会計士事務所の代表であります。当社と兼職先との間に
は特別の関係はありません。
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ロ．当事業年度における主な活動状況
ａ．取締役会および監査役会への出席状況

取締役会（17回開催） 監査役会（14回開催）
出席回数 出席率 出席回数 出席率

取締役 西　川　徹　矢 17回 100％ － －

取締役 村　井　　　純 10 77 － －

監査役 高　井　健　弎 15 88 14回 100％

監査役 斎　藤　昌　治 17 100 14 100

（注）取締役 村井純氏は、2018年６月19日開催の第11回定時株主総会において選任されたため、取締役会の開催回数が異なりま
す。村井純氏の就任後の取締役会の開催回数は13回であります。

ｂ．取締役会および監査役会における発言状況
・取締役　西川徹矢氏は審議に関して必要に応じ、主に警察・防衛行政に携わった経験による専

門的見地からの発言を適宜行っております。
・取締役　村井純氏は審議に関して必要に応じ、主にインターネット技術分野における専門的見

地からの発言を適宜行っております。
・監査役　高井健弎氏は審議に関して必要に応じ、主に弁護士としての専門的見地からの発言を

適宜行っております。
・監査役　斎藤昌治氏は審議に関して必要に応じ、主に公認会計士・税理士としての専門的見地

からの発言を適宜行っております。
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(4) 会計監査人の状況
　① 名称　　　監査法人アヴァンティア
　② 報酬等の額

支払額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 33百万円
当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 33百万円

（注）1．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区
分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており
ます。

2．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかにつ
いて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

　③ 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

　④ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主
総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が、会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査
役会は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監
査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告
いたします。
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(5) 業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要
１．業務の適正を確保するための体制

　取締役会において決議している「内部統制システムの基本方針」の内容は次のとおりであります。
 （最終改定　2016年7月19日）

　当社は、当社および子会社（以下、本基本方針において「ラックグループ」という）の全ての取締役、
監査役および従業員の法令等遵守と、適正な業務執行を確保するため、この基本方針を制定する。

　① 取締役および従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
イ．当社は、ラックグループコンプライアンスポリシーを制定し、ラックグループの全ての取締役お

よび従業員が法令、定款および社内規程を遵守し、企業倫理、社会倫理に則って業務を遂行すべ
き旨を周知徹底する。

ロ．当社は、コンプライアンスに関する相談や通報のための内部通報制度を整備する。また、通報等
の内容を秘守するとともに、通報者への不利益な扱いを行わない旨を定める。

ハ．内部監査部門は、内部監査に関する規程に基づき、従業員が法令、定款および社内規程を遵守し、
適正に職務を執行しているかどうかを監査し、その監査結果を社長に、また要請がある場合には
監査役に報告する。

　② 取締役の職務の執行に係わる情報の保存および管理に関する体制
　株主総会、取締役会、その他の重要な意思決定に係わる情報は、管理規程を定めて適切に記録・保存・
管理し、株主を含む権限者および必要な関係者が閲覧できる体制を維持する。

　③ 損失の危機（リスク）の管理に関する規程その他の体制
イ．経営上の重要事項に関しては、取締役会もしくは、その他の重要な意思決定機関において、必要

なリスク評価を行った上で、最終的に評価・決裁する体制を整備・運用する。
ロ．ラックグループの事業活動全般にわたり生じうるリスクについて、リスク情報の把握、評価・分

析、対策、体制等について定めた規程を整備し、リスク管理およびリスクマネジメント活動の維
持・推進にあたる。

ハ．不測の事態が発生した場合に迅速に対処し、事業継続および復旧活動を着実に行うため、危機管
理に関する規程を制定し、緊急対応体制を整備する。また、発生した事件、事故等の履歴を管理
し、再発防止に努める。
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　④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ．当社は、取締役会を定期的に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催し、取締役の責任と権

限に関する基本事項を定めた取締役会規程に基づき、適正かつ効率的に職務を執行する。
ロ．取締役会の決定に基づく業務執行については、組織および業務分掌に関する規程において、それ

ぞれの責任者およびその責任、執行手続の詳細について定める。
ハ．取締役会を経営方針の決定と業務執行の監督を行う機関として位置付けるため、執行役員制度を

導入し、執行役員への権限委譲を図り、業務執行の効率化と迅速化を推進する。

　⑤ 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ．当社は、本基本方針を子会社と共有し、グループ全体での周知徹底を図る。
ロ．子会社の管理については、関係会社管理に関する規程において基本的事項を定め、各社における

経営の重要事項などを当社に報告し、必要な場合には事前に承認を得る体制を整備する。
ハ．当社の定めるリスクマネジメント方針を子会社と共有するとともに、各社から定期的にリスク評

価および対策について報告を受ける体制を整備する。
ニ．子会社においては、各社の業種、規模等に応じた管理体制を整備する。また、子会社各社には、

当社から取締役および監査役を派遣し、各社の経営管理ならびに職務の執行の管理監督を行う。
ホ．ラックグループコンプライアンスポリシーを、子会社各社に周知徹底する。また、内部監査部門

は、子会社の内部統制の構築・運用状況を定期的に監査する。
ヘ．ラックグループにおける法令違反などの問題を早期に発見し対応するため、子会社各社において、

当社の内部通報制度を利用可能とし、その旨周知する。

　⑥ 監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関する事項
　当社は、監査役の求めがあったときは、監査役の職務を補助する従業員として適切な人材を配置する。

　⑦ 前項の従業員の取締役からの独立性に関する事項
　監査役の職務を補助すべき従業員の任命・異動等人事権にかかる事項については監査役会と協議のう
え決定する。
　また、当該従業員への監査役の指示の実効性確保に努める。
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　⑧ 取締役会および従業員が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関する体制
イ．ラックグループの取締役および従業員は、監査役からの要請に応じ、その担当する業務の執行状

況の報告を行う。
ロ．監査役に対して、ラックグループの取締役および従業員が、重大なコンプライアンス違反、信用

毀損他、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があること等を報告する体制を整備すると
ともに、当該報告を行ったことを理由に不利益な取扱いを行わない。

ハ．監査役の職務執行に必要な費用は、法令に則って会社が負担する。

　⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ．監査役が、取締役会の他、経営会議等の重要な意思決定が行われる会議へ出席するとともに、稟

議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役および従業員から説明を
求めるために必要な体制を整備する。

ロ．監査役の職務の遂行にあたり、監査役が必要と認めた場合に、弁護士、公認会計士等の外部専門
家との連携を図るための環境を整備する。

ハ．その他、監査役の監査が実効的に行われるために、必要な体制を整備する。
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２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社グループにおける内部統制システムの基本方針に基づく、業務の適正を確保するための体制の運
用状況の概要は、以下のとおりです。

　① 取締役および従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
　企業倫理、社会倫理に則って業務を遂行すべき旨を周知徹底するため、ラックグループコンプライア
ンスポリシーを制定し、社内向けウェブサイトに掲載、グループ会社とも共有し常時掲示するとともに
定期的なコンプライアンス研修およびテーマを絞ったコンプライアンス研修を適時実施しております。
　コンプライアンスに関する相談や通報のための内部通報制度については、社内については、法務部長
および常勤監査役を通報窓口とし、さらに匿名性や客観性を確保するため、社外の通報窓口として弁護
士１名を設置するなど、制度運用の整備に努めております。また、通報等の内容を秘守するとともに、
通報者への不利益な扱いを行わない旨を規定し、適切に運用しております。
　なお、内部監査部門は、定期的に業務監査を実施し、監査結果については、適宜、報告を行っており
ます。

　② 取締役の職務の執行に係わる情報の保存および管理に関する体制
　株主総会、取締役会、その他の重要な意思決定に係わる情報は、それぞれの管理規程に従い議事録ま
たは稟議書等の重要な意思決定の記録を作成の上、文書管理規程に基づき保存・管理し、所要の閲覧に
対応できるよう運用しております。

　③ 損失の危機（リスク）の管理に関する規程その他の体制
　当社グループの事業活動全般にわたり生じうるリスクの管理について、リスクマネジメント基本規程
を中心に、関連規程を整備しております。
　常勤取締役で構成するリスク管理委員会のもと、情報セキュリティおよびBCP（事業継続計画）の２
つの部会を置き、テーマごとの課題への取り組みを継続しているほか、各部門・子会社単位でリスクア
セスメントに基づきリスク対策を立案、実施するとともに、リスクマネジメント会議の運営により、リ
スクマネジメント活動を維持、推進しております。なお、当事業年度においては、リスク管理委員会は
４回、情報セキュリティ部会は10回、BCP部会は６回、リスクマネジメント会議は７回開催しました。
　不測の事態が発生した場合に迅速に対処し、事業継続および復旧活動を着実に行うため、危機管理規
程を制定し、さらに情報セキュリティ部会、BCP部会における検討を通じ、緊急時における対応体制の
整備と継続的な改善を図っており、当事業年度においては、CSIRTの活動範囲の拡充、全社BCPの全面
的な改訂などを行いました。
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　また、インシデント分析の月次報告により、発生した事件、事故等の履歴管理と再発防止に努めるほ
か、標的型メール攻撃対応訓練、BCP訓練など、事故が発生した場合を想定した訓練等の実施に加え、
グループ会社を含め情報モラル研修、情報セキュリティ研修やコンプライアンス研修など各種研修を実
施し、事故の未然防止対策に努めております。

　④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役の責任と権限に関する基本事項を定めた取締役会規程に基づき、取締役会は、毎月定期的に開
催するほか、必要に応じ適宜開催し、適正かつ効率的な職務執行を図っております。
　取締役会の決定に基づく業務執行については、組織分掌規程において、各職位の役割と責任、執行手
続きの詳細について規定し、また、具体的な執行権限は、決裁規程に定めております。
　また、取締役会を経営方針の決定と業務執行の監督を行う機関として位置付けるため、執行役員制度
を導入するとともに、執行役員を兼務する取締役により構成される経営会議を設置し、決裁規程に基づ
く権限委譲による業務執行の効率化と迅速化を図っております。
　なお、当事業年度においては、取締役会は17回、経営会議は46回開催しました。

　⑤ 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　社内向けウェブサイトにおいて、グループ会社向けにも内部統制システムの基本方針を掲示し周知徹
底を図っております。
　また、グループ各社の社長、当社社長および当社の主管部門長による会議を四半期ごとに開催し、各
社の課題対策検討および必要事項の共有をしております。
　子会社の管理については、各子会社経営上の重要事項等に関する当社への報告､事前承認手続き等、関
係会社管理に関する基本的事項を関係会社管理規程に規定し運営しております。
　子会社各社には、当社から、取締役および監査役を派遣し、各社の経営管理ならびに職務執行の管理
監督を行っているほか、内部監査部門が、年１回、すべての子会社の業務監査を実施し、内部統制シス
テムの構築・運用状況を評価しております。
　また、子会社各社においても当社の内部通報制度の利用を可能としており、その旨を各社において周
知しております。
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　⑥ 監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関する事項
　監査役の職務を補助する従業員として、内部監査責任者の経験も有し監査業務全般に知見のあるスタ
ッフを配置しております。

　⑦ 前項の従業員の取締役からの独立性に関する事項
　監査役の職務を補助すべき従業員の任命・異動等については、監査役会と協議の上決定しており、監
査役の指示の実効性が確保されるよう運用しております。

　⑧ 取締役会および従業員が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関する体制
　監査役は取締役会、経営会議、その他各部門の重要会議に出席するほか、テーマに応じ適宜実施する
取締役との意見交換や、定期的に実施される監査役による取締役インタビューにおいて業務執行等の状
況の報告を受けるとともに、内部通報窓口に常勤監査役を置くなど、監査役への報告体制の整備に努め
ております。
　なお、監査役の職務執行に必要な費用は、法令に則り、会社が負担しております。

　⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役は、重要な意思決定が行われる会議へ出席するほか、稟議書その他業務執行に関する重要な文
書を閲覧し、適宜、説明を求めることができる体制を整備しております。
　また、監査役は、会計監査人と定期的に情報交換等を実施し、監査計画の説明や内部統制システムの
状況等について報告を受けているほか、内部監査部門とは、日常的に情報交換、連携等を図り、監査の
実効性の確保に努めております。

(6) 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、当社株式を長期的かつ安定的に保有していただくため、継続的に安定的な配当水準を維持する
ことを配当政策の基本とし、中長期的な視点に立った投資やキャッシュ・フローの状況を勘案のうえ、利
益配分を行ってまいります。配当の基本指標はＤＯＥ（株主資本配当率）５％としております。
　配当につきましては、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に定めて
おり、業績を勘案し、期末配当とあわせ年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。こ
の剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。
　これらの基本方針に基づき、当事業年度の期末配当金については、当初予定通り１株当たり12円の予定
です。すでに、2018年12月４日に実施済みの中間配当金１株当たり10円とあわせた年間配当金は１株当
たり22円となります。
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連結計算書類
連結貸借対照表（2019年３月31日現在） （単位：千円）

資産の部 負債の部

流動資産 16,464,678 流動負債 9,632,920
現金及び預金
受取手形及び売掛金
商品
仕掛品
前払費用
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産

建物
構築物
工具、器具及び備品
土地
リース資産
建設仮勘定

無形固定資産
のれん
ソフトウエア
リース資産
その他

投資その他の資産
投資有価証券
敷金及び保証金
繰延税金資産
その他
貸倒引当金

4,343,336
6,529,941

336,580
1,538,515
3,492,251

227,780
△3,727

6,148,653
1,937,196

740,974
10,469

835,420
55,126
36,487

258,719
1,432,595

650,312
719,039
55,164
8,079

2,778,861
1,151,087
1,217,754

241,548
176,766
△8,296

買掛金 2,483,302
１年内返済予定の長期借入金 732,000
リース債務 94,953
未払金 1,016,737
未払法人税等 523,964
前受収益 3,647,874
賞与引当金 150,563
受注損失引当金 70,454
その他 913,069

固定負債 1,675,368
長期借入金 1,468,000
リース債務 56,498
退職給付に係る負債 5,284
役員株式給付引当金 31,616
従業員株式給付引当金 113,968

負債合計 11,308,288

純資産の部

株主資本 11,276,191
資本金 1,000,000
資本剰余金 4,010,896
利益剰余金 6,882,178
自己株式 △616,882

その他の包括利益累計額 24,249
その他有価証券評価差額金 11,343
為替換算調整勘定 12,905

非支配株主持分 4,602
純資産合計 11,305,043

資産合計 22,613,332 負債純資産合計 22,613,332
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書（2018年４月１日から2019年３月31日まで） （単位：千円）

科目 金額

売上高 38,719,096
売上原価 29,483,966
売上総利益 9,235,129
販売費及び一般管理費 6,868,859
営業利益 2,366,269
営業外収益

受取利息 2,138
受取手数料 2,838
助成金収入 8,767
持分法による投資利益 32,133
保険配当金 5,273
投資事業組合運用益 11,100
保険解約返戻金 10,177
その他 10,429 82,859

営業外費用
支払利息 7,151
支払手数料 14,493
為替差損 9,308
その他 6,623 37,576

経常利益 2,411,552
特別利益

投資有価証券売却益 39,508 39,508
特別損失

固定資産除却損 1,939 1,939
税金等調整前当期純利益 2,449,120
法人税、住民税及び事業税 953,030
法人税等調整額 △49,844 903,185
当期純利益 1,545,934
非支配株主に帰属する当期純損失 1,301
親会社株主に帰属する当期純利益 1,547,236

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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計算書類
貸借対照表（2019年３月31日現在） （単位：千円）

資産の部 負債の部

流動資産 14,878,983 流動負債 8,949,632
現金及び預金
受取手形
売掛金
商品
仕掛品
前渡金
前払費用
関係会社短期貸付金
未収入金
その他

固定資産
有形固定資産

建物
構築物
工具、器具及び備品
土地
リース資産
建設仮勘定

無形固定資産
ソフトウエア
リース資産
その他

投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
敷金及び保証金
関係会社長期貸付金
長期前払費用
繰延税金資産
その他
貸倒引当金

3,793,473
16,842

5,482,982
326,844

1,559,374
21

3,448,929
96,624
67,335
86,553

7,756,603
1,921,469

735,411
10,469

824,941
55,074
36,487

259,085
773,643
710,767
55,164
7,712

5,061,490
842,545

2,476,613
1,133,269

20,000
117,157
450,043
26,160

△4,300

買掛金 2,125,476
関係会社短期借入金 501,836
１年内返済予定の長期借入金 732,000
リース債務 71,655
未払金 803,229
未払費用 135,753
未払法人税等 393,633
前受金 240,664
前受収益 3,551,440
受注損失引当金 70,454
その他 323,486

固定負債 1,642,951
長期借入金 1,468,000
リース債務 28,576
役員株式給付引当金 31,616
従業員株式給付引当金 113,968
その他 790

負債合計 10,592,583

純資産の部

株主資本 12,031,660
資本金 1,000,000
資本剰余金 4,548,946

資本準備金 250,000
その他資本剰余金 4,298,946

利益剰余金 7,099,596
その他利益剰余金 7,099,596

繰越利益剰余金 7,099,596
自己株式 △616,882

評価･換算差額等 11,343
その他有価証券評価差額金 11,343

純資産合計 12,043,004
資産合計 22,635,587 負債純資産合計 22,635,587

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書（2018年４月１日から2019年３月31日まで） （単位：千円）

科目 金額

売上高 34,197,221
売上原価 26,390,180
売上総利益 7,807,041
販売費及び一般管理費 5,827,820
営業利益 1,979,221
営業外収益

受取利息 1,470
受取配当金 332,576
投資事業組合運用益 11,100
その他 44,662 389,810

営業外費用
支払利息 7,513
支払手数料 14,493
為替差損 10,026
その他 1,800 33,833

経常利益 2,335,198
特別利益

投資有価証券売却益 89,578 89,578
特別損失

固定資産除却損 1,709
関係会社株式評価損 68,212 69,921

税引前当期純利益 2,354,855
法人税、住民税及び事業税 729,586
法人税等調整額 △46,785 682,801
当期純利益 1,672,053

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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監査報告書
連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2019年５月９日

株式会社ラック
　取締役会　御中

監査法人アヴァンティア
代 表 社 員 公認会計士 小 笠 原 　 　 　 直 ㊞業 務 執 行 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 相 　 馬 　 裕 　 晃 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ラックの2018年４月１日から2019年３月31
日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算
書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成
し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表
明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行
った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手
続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて
選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正
な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経
営者によって行われた見積りの評価も含め、全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、株式会社ラック及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をす
べての重要な点において適正に表示しているものと認める。
強調事項
　「連結注記表　２．追加情報」に記載されているとおり、会社は、株式会社日本貿易保険との請負契約の取り
扱いに関して同社と協議しているが、現時点で当該事象が業績に与える影響を合理的に見積もることは困難であ
り、将来の損益及び財産等への影響は明らかではない。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2019年５月９日

株式会社ラック
　取締役会　御中

監査法人アヴァンティア
代 表 社 員 公認会計士 小 笠 原 　 　 　 直 ㊞業 務 執 行 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 相 　 馬 　 裕 　 晃 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ラックの2018年４月１日から2019年
３月31日までの第12期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附
属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及
びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含
まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に
対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準
拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどう
かについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施
される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽
表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた
めのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者
が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め、全体としての計算書
類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。
強調事項
　「個別注記表　２．追加情報」に記載されているとおり、会社は、株式会社日本貿易保険との請負契約の取り
扱いに関して同社と協議しているが、現時点で当該事象が業績に与える影響を合理的に見積もることは困難であ
り、将来の損益及び財産等への影響は明らかではない。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2018年４月１日から2019年３月31日までの第12期事業年度の取締役の職務の執行に関し
て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
 

（１） 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受
けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

 

（２） 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、
内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以
下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財
産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び
情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ
の他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法
施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基
づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の
状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に
掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備
している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
なお、会計監査人が金融庁から受けた行政処分に対する改善計画に関しては、進捗及び結果につき報告、
説明を受けました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（１） 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ

ん。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システム

に関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
（２） 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人監査法人アヴァンティアの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（３） 連結計算書類の監査結果

会計監査人監査法人アヴァンティアの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2019年５月10日
株式会社ラック　監査役会

常 勤 監 査 役 伊 藤 信 博 ㊞
社 外 監 査 役 高 井 健 弎 ㊞
社 外 監 査 役 斎 藤 昌 治 ㊞

以　上
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定時株主総会会場ご案内図

会　場 都市センターホテル３階 コスモスホールⅡ
東京都千代田区平河町二丁目４番１号

交　通

東京メトロ　永田町駅（南北線）９ａ・９ｂ番出口より徒歩約３分
永田町駅（半蔵門線・有楽町線）５番出口より徒歩約４分
赤坂見附駅（銀座線・丸ノ内線）Ｄ出口より徒歩約８分
麹町駅（有楽町線）１番出口より徒歩約４分

至市ヶ谷

みずほ銀行

FM東京

場
劇
立
国

り
通
堀
内

り
通
ス
ン
リ
プ

り
通
坂
貝

居
皇

全共連
ビル
砂防会館

自民党本部
国会図書館

最高裁判所

衆議院
議員会館 国会議事堂

首都高速都心環状線

国会前

霞ヶ関
ランプ

山王坂

三宅坂

青山通
り

至溜池 六本木通
り 谷

比
日
至

急
東
ル
テ
ホ
ル
セ
ク
エ
坂
赤

麹町
中学校

Ｎ

平河町都道府県
会館

ホテル
ニュー
オータニ

弁慶橋
弁慶堀

上智
大学

宿
新
至

渋
谷

至

線央
中

り
通
町
井
尾
紀

新宿通り麹町六 麹町四

文芸春秋社

東京ガーデンテラス
紀尾井町

ファミリーマート

三井住友銀行

弘済会館

至靖国神社

半蔵門

 南北線
永田町駅

永田町出口９a

麹町出口１

赤坂見附出口D

永田町出口５

永田町出口９b

有楽町線
麹町駅

半蔵門線
有楽町線
永田町駅

銀座線
丸ノ内線
赤坂見附駅

平河町森タワー
株式会社ラック

都市センター
ホテル

※ご来場の際は、「プリンス通り側」の入口をご利用ください。
※駐車場の用意はいたしておりませんので、公共交通機関をご利用くださいますよう、お願い申しあげます。

（お知らせ） ご出席の株主様へのお土産はご用意しておりません。何卒ご理
解いただきますよう、お願い申しあげます。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。


